医療費レセプト審査事務に関する衆議院・決算行政監視委員会小委員会

小宮山厚生労働大臣が検討状況を報告

６月１３日、小宮山厚生労働大臣は、衆議院決算行政監視委員会行政監視小委員会に対し、医療費レセプト（請求書）審査事務の統合を含めた「行政監視に基づく事業の見直しに関する決議」に関する反映状況につき講じた措置について、報告を行った。医療費レセプト審査事務関する報告内容については次のとおり。

○　アンケート結果について

今年4月に3,449保険者にアンケート調査を実施した。

およそ8割の2,825保険者から回答を得、統合すべきがおよそ3割、統合すべきでないがおよそ1割、どちらともいえない6割であった。

アンケート結果と新たなコスト推計を含めて、社会保障審議会医療保険部会に報告し、統合に向けた検討を行った。

○　社会保障審議会医療保険部会での議論について 

「長期的にはシステムの更新や管理部門の人件費のコスト削減効果が見られる」「審査支払業務はめざす方向は同じであり可能な統合を十分に考え、新たな体制を検討することが有効である」という意見があった一方で、「国保連合会から審査部門を切り離せば、市町村国保業務に支障があるので留意する必要がある」「現場に混乱が生じることを危惧するので、統合より業務合理化でコスト削減に取り組むべき」とした慎重な検討を求める意見があった。

保険者からは、「コストを抑えながら適切な医療サービスを確保するため、改善の議論は今後も必要である」という意見があった。

新たなコスト推計は、一定の前提をおいて試算を行った結果統合後、14年目に830億円から920億円程度のコスト削減効果が見込まれると推測される。

○　厚生労働省としての今後の対応 

審査支払機関の統合に向けては、保険者をはじめとする関係者の意見を聞きながら理解をえられるような統合のあり方を引き続き検討する。

更なるコストの削減や審査基準の統一化を進める。

民間算入の環境整備は医科、歯科レセプトの具体的ルールについても明確化した。

○　労災診療費レセプト審査事務を支払い基金へ委託する件について 

検討会において、労災固有の審査については、労災保険給付の支給、不支給の判断と密接不可分な関係にあるため、支払基金に委託するより国に審査するほうが効果的であるとされ、国が労災レセプトを一括して審査する方法が妥当と考える。現在の方式の中で更なる経費の節減に努める。

　決算行政監視委員会行政監視小委員会は、引き続きこの報告に対する審議がおこなわれる予定となっている。

　　　

　自治労は、公正・公平な審査業務や、医療保険制度の信頼性を損なわない、さらには職場の安定と雇用の確保にむけ、政府・国会対策の強化を進める。

以上
